
４．検討会のスケジュール
・第１回　　平成25年８月22日
・第２回　　平成25年11月（予定）
・第３回　　平成26年２月（予定）
　本検討会の検討結果は、平成25年度中にガイドライ
ンとして取りまとめる予定です。

１．背景・目的
　東日本大震災では多くの危険物施設が被災し、また、
事業の中断を余儀なくされました。このことから、消防
庁では、平成23年度には、東日本大震災における危険
物施設の地震・津波対策のあり方、平成24年度には、
危険物の仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保方策に関する調
査を実施し、必要な安全対策を講じてきました。
　これまでの検討結果を踏まえ、危険物施設は震災時等
において、二次被害の発生防止に加え、早期の燃料等の
供給の再開や避難支援等の役割も期待されていることか
ら、危険物施設の事業者が適切かつ容易に震災等対策（事
前の計画の作成、従業員への教育・訓練、震災発生時の
事業者等の対応、発生後の被害の確認・応急措置、臨時
的な対応、復旧対応等）を実施することができるよう、
過去の被災事例や奏功事例から得られた教訓や震災後に
普及した技術や得られた知見を踏まえた危険物施設の震
災等対策のポイントや留意点をまとめたガイドラインを
作成するための検討会を発足し、８月22日に第１回検
討会を開催しました。

２．検討項目
　検討会では、主に次の項目について検討を行います。
・危険物施設における東日本大震災時の事業者の対応等
に関する事項

・危険物施設における地震等災害リスクの分析及び対策
のあり方に関する事項

・上記を踏まえた緊急時対応マニュアルのガイドライン
作成に関する事項

３．第１回検討会の内容
　第１回検討会では、検討会の趣旨、東日本大震災を踏
まえてこれまでに行った検討結果、ガイドラインのイ
メージ、検討会の進め方及びスケジュール、ガイドライ
ン作成のための調査方法等について事務局から説明が行
われた後、質疑応答、情報交換、ガイドラインの作成方
針について検討が行われました。
　今後、①製造所・屋外タンク貯蔵所ワーキンググループ、
②一般取扱所等ワーキンググループ、③給油取扱所等ワー
キンググループにより検討を進めていく予定です。

「東日本大震災を踏まえた危険物施設の震災等対策の
あり方に関する検討会」の開催
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